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（証券コード6227）
2026年９月10日

（電子提供措置の開始日 2026年９月3日）
株 主 各 位

茨城県龍ケ崎市向陽台五丁目２番地
ＡＩメカテック株式会社

代表取締役社長 阿部 猪佐雄

第10期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第10期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上

げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに電子提供措置事項を掲載しておりますので、以下のウェブサイトにア
クセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。
当社ウェブサイト
https://www.ai-mech.com/ir/library/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
下記のウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情
報」、「縦覧書類／PR情報」を選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げま
す。
東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

三井住友信託銀行ウェブサイト（株主総会ポータルⓇ）
https://www.soukai-portal.net
同封の議決権行使書用紙にあるＱＲコードを読み取るか、ＩＤ・
パスワードをご入力のうえ、ご確認くださいますようお願い申し
上げます。

QRコードは
議決権行使書用紙に

ございます

なお、当日ご出席されない場合、インターネット又は書面により議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、後記
のご案内に従って、2026年９月24日（木）午後５時30分までに議決権を行使いただ
きますようお願い申し上げます。

敬 具
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記
１．日 時 2026年９月25日（金曜日）午前10時（受付開始 午前９時30分）
２．場 所 千葉県柏市末広町14-1

ザ・クレストホテル柏 ４階 「クレストルーム」
３．会議の目的事項

報告事項 １．第10期(2025年７月１日から2026年６月30日まで)事業報告、
連結計算書類及び計算書類の内容報告の件

２．第10期(2025年７月１日から2026年６月30日まで)会計監査人
及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件

４．招集にあたっての決定事項
(1) 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する株主の方に委任

する場合に限られます。なお、代理人は１名とさせていただきます。
(2) 議決権行使書において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示

をされたものとして取り扱わせていただきます。
(3) インターネットと議決権行使書により重複して議決権を行使された場合

には、インターネットによる議決権行使を有効な行使として取り扱わせて
いただきます。なお、インターネットによる方法で複数回議決権行使された
場合は、最後の行使を有効な行使として取り扱わせていただきます。

以 上

◎当日ご出席の際には、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申し上げます。

◎書面交付請求されていない株主様には、本招集通知及び株主総会参考書類のみをご
送付しております。

◎書面交付請求された株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をご送付してお
ります。なお、電子提供措置事項のうち、「業務の適正を確保するための体制及び当
該体制の運用状況」「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」「株主資本等変動計
算書」「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款に基づき、お送りする書面
には記載しておりません。なお、監査役及び会計監査人は、上記事項を含む監査対
象書類を監査しております。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、その旨、修正前及び修正後の事項を上記
インターネット上の各ウェブサイトに掲載させていただきます。
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事前質問の方法についてのご案内
本総会においては、株主総会ポータルを通じて、株主様より議案に関するご質問

を受け付けます。株主総会ポータルを通じた事前質問の方法につきましては、「イン
ターネットによる議決権行使方法のご案内」をご参照ください。
また、書面の郵送による事前質問も受け付けさせていただきます。郵送による事

前質問を行う場合には、書面にお名前、届出住所、質問内容をご記入のうえ、以下
の住所宛に、９月18日(金)午後５時30分までに到着するようご郵送ください。
また、インターネットでも受け付けておりますので、５頁をご参照ください。
※株主の皆さまのご関心が高い事項について、本株主総会でご説明させていただ
く予定です。株主様から頂戴した全ての事前質問に対応させていただくもので
はない旨ご了承ください。

〒301-0852 茨城県龍ケ崎市向陽台五丁目２番地
ＡＩメカテック株式会社 法務部株主総会事前質問係 宛



議決権行使方法についてのご案内
下記いずれかの方法により、議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

事前の議決権行使をいただく場合

同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、会場受付にご提出ください。
開会直前には会場受付が大変混雑いたしますので、お早めのご来場を�
お願い申し上げます。

（1）�インターネットと書面（「スマート行使」を含む。）により二重に議決権を行使された場合は、インターネット�
（「スマート行使」を含む。）によるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

（2）�インターネット（「スマート行使」を含む。）により議決権を複数回行使された場合は、最後に行われたもの
を有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

重複して行使された議決権の取扱いについて

インターネットによる議決権行使に関して、パソコンやスマートフォンの操作方法がご不明な場合は、�
以下にお問い合わせくださいますようお願い申し上げます。
株主名簿管理人　三井住友信託銀行株式会社　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

 0120-652-031（9:00～21:00）

当日ご出席いただく場合

2026年９月25日（金曜日）午前10時株主総会へ出席 株主総会開催日時

2026年９月24日（木曜日）
午後5時30分行使分まで

次ページの案内に従って、議案に対する賛否をご入
力ください。

行使期限

インターネットによるご行使

詳細につきましては次頁
をご覧ください。

2026年９月24日（木曜日）
午後5時30分到着分まで

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご
表示いただき、行使期限までに当社株主名簿管理
人に到着するようご返送ください。

書面による議決権行使

行使期限
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スマートフォン等による議決権行使方法

インターネットによる
議決権行使方法のご案内

インターネット行使期限
2026年9月24日（木）午後5時30分まで

※�QRコードは（株）デンソーウェーブの
登録商標です。

●�一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、議決権行使書
用紙に記載の「議決権行使コード」「パスワード」をご入力いただく
必要があります。
●�インターネットと書面により重複して議決権を行使された場合は、イ
ンターネットによる議決権行使を有効なものといたします。また、イ
ンターネットによって複数回議決権を行使された場合は、最後に行わ
れたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。
●�1・4・7・10月の第1月曜日0:00～5:00は、メンテナンスのため�
ご利用いただけません。

お問い合わせ
三井住友信託銀行　
証券代行ウェブサポート�
専用ダイヤル

0120-652-031
（受付時間　9時～21時）

ぜひQ&Aも
ご確認ください。

ご注意事項

❶  議決権行使書用紙に記載のQR
コード®を読み取ります。

❷  株主総会ポータル®トップ画面
から「議決権行使へ」ボタン
をタップします。

❸  スマート行使®トップ画面が表示
されます。以降は画面の案内に
従って賛否をご入力ください。

本株主総会においては、株主総会ポータルを通じて、株主様より議案に関するご質問を事前に承ります。いただいた
ご質問の中で株主の皆さまの関心が高いと思われるご質問については、本株主総会にて取り上げさせていただきます。
上記の議決権行使方法と同様に、株主総会ポータルにアクセスいただき、トップ画面から「事前質問へ」ボタンを
タップ／クリックします。「事前質問のご入力」画面が表示されますので、以降は画面の案内に従ってご質問をご
入力ください。
※いただいたご質問に対して、個別に回答はいたしませんのでご了承ください。

事前質問受付のご案内 事前質問受付期限　2026年9月18日（金）午後5時30分まで

以下のURLより議決権行使書用紙に記載のログインID・パスワードをご入力のうえアクセスしてください。ログイン
以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

PC等による議決権行使方法

株主総会ポータルURL　▶https://www.soukai-portal.net
議決権行使ウェブサイトも引き続きご利用いただけます。 ▶https://www.web54.net
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事 業 報 告
（自 2025

至 2026
年
年

７
６

月
月

１
30

日
日）

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度における世界経済は、資産効果を背景に個人消費が底堅い米国を
中心に総じてプラス成長を維持しましたが、欧州・中東における地政学リスクの高
まりなどにより、先行きへの不透明感が払拭できませんでした。国内経済は、原油
高や円安による物価上昇圧力に晒されたものの、雇用・所得環境の改善による個人
消費の伸びや堅調な設備投資など、内需を中心に底堅く推移しました。
当社グループの事業環境について、半導体分野では、ＡＩインフラ需要の急拡大

を受け、ＡＩ用先端半導体向け設備投資が引き続き伸長しました。フラットパネル
ディスプレイ（ＦＰＤ）・光学系デバイス分野では、ＯＬＥＤoＳなどのマイクロデ
ィスプレイ向け投資再開や、ＬＣＤ向け投資に底入れの動きが窺われました。
このような環境下、当社は、ＡＩ用先端半導体パッケージ向け装置の開発・拡販、

新プロセス向けインクジェットプリント（ＩＪＰ）、ナノインプリント（ＮＩＰ）シ
ステムの開発など、さらなる事業領域拡大への取り組みに注力しました。

このような状況のもと、当社グループの当連結会計年度の受注金額は43,289百万
円（前年度比60.6％増）、受注残高は34,242百万円（前年度比30.7％増）となりま
した。売上高は35,244百万円（前年度比67.8％増）、営業利益は5,810百万円（前
年度比177.3％増）、経常利益は5,636百万円（前年度比199.2％増）、親会社株主
に帰属する当期純利益は3,560百万円（前年度比954.1％増）となりました。
尚、受注金額及び受注残高には、発注内示段階のものも含まれます。
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セグメント別の概況は、以下のとおりです。
（ⅰ） ＩＪＰソリューション事業
マイクロディスプレイ向けラインは、スマートグラス等の最終アプリケーション

市場に動意が窺われる中、出荷に一定の進捗が見られ、顧客の投資需要に跛行性は
あるものの、新たな引き合いも増加しました。また、シリコンフォトニクス半導体
向けシステムなど、ＩＪＰの新たな適用分野における需要も捕捉できました。今後
は、これらに加え、タブレット等の反射防止パターン形成システム等のナノ構造製
品や、ペロブスカイト太陽電池向けなど、ＩＪＰ、ＮＩＰの新プロセス向けシステ
ム開発・拡販に注力し、受注・売上の積み上げを図ってまいります。
このような状況のもと、当セグメントの当連結会計年度の売上高は1,853百万円

（前年度比223.3％増）、セグメント損失は689百万円（前年度は222百万円の損失）
となりました。

（ⅱ） 半導体関連事業
ＡＩ用先端半導体につき、大口顧客を中心に生産能力拡大の動きが続き、ウエハ

レベルパッケージ（ＷＬＰ）向けテンポラリーボンダー・デボンダー（ＴＢ／ＤＢ）
は、出荷・受注とも順調に伸長しました。また、はんだボールマウンタシステムに
ついて、ＡＩ用先端半導体パッケージ用途の需要が顕在化しました。今後は、活発
な引き合いが続くこれらシステムの追加需要を着実に捕捉することに加え、一部量
産向け受注も獲得したパネルレベルパッケージ（ＰＬＰ）向けや、量産プロセス評
価中のＨＢＭダイ向けＴＢ／ＤＢの開発・拡販に注力し、一層の受注・売上拡大に
取り組んでまいります。
このような状況のもと、当セグメントの当連結会計年度の売上高は31,212百万円

（前年度比59.9％増）、セグメント利益は8,752百万円（前年度比132.8％増）とな
りました。

（ⅲ） ＬＣＤ事業
パネル市況を背景に投資需要は総じて振るわなかったものの、一定の部品・改

造・増設需要に応じ出荷は進捗しました。今後は、引き続き部品等のアフターサー
ビスや、引き合いのある封止用装置増設需要の着実な捕捉に注力し、受注・売上の
積み上げを図ってまいります。
このような状況のもと、当セグメントの当連結会計年度の売上高は2,178百万円

（前年度比139.0％増）、セグメント損失は379百万円（前年度は140百万円の利益）
となりました。
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(2) 設備投資の状況
当連結会計年度における設備投資の総額は1,857百万円となります。そのうち主

なものは、工場の新設です。

(3) 資金調達の状況
記載すべき事項はありません。

(4) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
記載すべき事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況
記載すべき事項はありません。

(6) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
記載すべき事項はありません。

(7) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
記載すべき事項はありません。
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２．財産及び損益の状況
(1)企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第７期
2023年６月期

第８期
2024年６月期

第９期
2025年６月期

第10期
（当連結会計年度）
2026年６月期

売上高 （千円） 15,461,469 15,421,653 21,005,577 35,244,230
経常利益 （千円） 469,289 162,440 1,884,082 5,636,987
親会社株主に帰属
する当期純利益 （千円） 1,193,051 111,732 337,742 3,560,289

１株当たり当期純利益 （円） 70円64銭 6円47銭 18円21銭 189円61銭
総資産 （千円） 22,134,054 22,774,280 27,373,524 30,048,412
純資産 （千円） 8,986,731 10,955,597 10,861,129 14,490,986
１株当たり純資産 （円） 531円96銭 588円52銭 584円66銭 770円32銭

(2)当社の財産及び損益の状況

区 分 第７期
2023年６月期

第８期
2024年６月期

第９期
2025年６月期

第10期
（当事業年度）
2026年６月期

売上高 （千円） 15,436,873 15,423,645 20,991,378 35,227,632
経常利益 （千円） 509,859 170,296 1,903,346 5,657,129
当期純利益 （千円） 1,183,186 119,726 354,431 3,514,397
１株当たり当期純利益 （円） 70円05銭 6円93銭 19円11銭 187円17銭
総資産 （千円） 21,785,947 22,372,316 27,092,089 29,619,809
純資産 （千円） 8,610,303 10,350,154 10,421,611 13,755,095
１株当たり純資産 （円） 509円67銭 555円99銭 560円99銭 731円20銭

（注）1．「１株当たり当期純利益」及び「１株当たり純資産」の算出にあたっては、自己株式を控除し
た株数によっております。

2．当社は、2026年４月１日付で１株当たり３株の割合で株式分割を行っております。「１株当た
り当期純利益」及び「１株当たり純資産」の算出にあたっては、第７期の期首に当該株式分割
が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算定しております。
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３．対処すべき課題
(1)経営方針

当社グループは、(a) お客様の要望を迅速に具体化し、他に先んじて高品質な製
品を提供する、不断のモノづくり力強化、(b) 半導体・光学系デバイス分野の技術
革新を捉え、お客様や事業パートナーとともに、当社コア技術を活かし、社会に求
められる新たな用途、事業領域を開拓、(c) きめ細やかなＬＣＳ（ライフサイクル
サポート）活動によるお客様の満足度向上、を経営方針としております。
斯かる経営方針のもと、デジタル化社会への移行を支える半導体やＦＰＤ・光学

系デバイスの製造に不可欠な高品質の製品・サービスをお客様にお届けすべく、時
代の先を見据えた事業展開を考え、お客様のニーズ具現化に最も適した材料・装
置・プロセスを一体不可分なソリューションとして提供し、それを梃子にお客様の
新たな取り組みに参画し続けることで、新たな市場創出や他社との差別化に取り組
んでまいります。
具体的には、半導体関連分野では、強みのあるＡＩ用先端半導体パッケージ製造

装置において、フラッグシップ企業との取引実績や事業パートナーとの協働を梃子
に、装置ラインアップ拡充、新製品の開発・投入による市場開拓、ＦＰＤ・光学系
デバイス分野では、当社のデファクトスタンダード技術を梃子にした拡販に加え、
ＩＪＰ、ＮＩＰ技術応用分野の拡大による新規事業創出等に積極的に取り組み、さ
らなる事業拡大を図ってまいります。

(2)経営環境
国内外経済は、不安定な中東情勢や気候変動リスクによる資源高・物価高などに

より、今後も先行き不透明な状況が続くと思われます。一方、半導体分野では、生
成ＡＩからＡＩエージェント、エッジＡＩの本格的実装に向け、ＡＩ用先端半導体
市場は長期的・構造的な成長局面にあると考えられ、同半導体需要の中長期的な拡
大見通しを受け、引き続き積極的な設備投資が見込まれます。
また、ＦＰＤ・光学系デバイス分野では、ＬＣＤの大幅な新規投資は見込めない

ものの、スマートグラス等の量産計画を踏まえた、マイクロディスプレイ向け投資
の回復などにより、設備投資は底堅い推移が予想される一方、光電融合など新たな
適用領域拡大が期待されます。
中長期的にも、超高速・超低遅延・多数同時接続通信がキーワードとなる超スマ

ート社会に向けた移行の基盤として、先端半導体や次世代ディスプレイ等の需要は
一層の拡大が期待されます。
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(3)中長期的な成長に向けた取り組み
（ⅰ）事業機会の拡大を捉えた経営資源の投入と中期経営計画の策定

斯かる環境下、当社グループでは、液晶からＯＬＥＤ等のプレミアム・ディスプ
レイへの流れの中、売上の大幅伸長が望めないＬＣＤ事業については安定的な収益
確保を図る一方、今後、事業機会の一層の拡大が期待できる半導体関連事業とＩＪ
Ｐソリューション事業に経営資源を投入し、持続的な成長を実現してまいります。

半導体関連事業においては、半導体の微細化・積層化が進む中、一層の需要拡大
が見込まれるＡＩ用先端半導体パッケージ向け装置に注力しております。積層化に
必要なウエハ薄板化プロセスに活用されるＷＬＰ向けに加え、ＰＬＰ（※１）や、
ＨＢＭダイ（※２）向けＴＢ／ＤＢの開発・拡販に取り組みます。これらに加え、
はんだボールマウンタやパワー半導体向け装置も含む多様な製品ラインアップによ
り、一層の業容拡大に努めてまいります。
（※１）ＰＬＰ（パネルレベルパッケージ）：矩形のパネル基盤上で多数のパッケー
ジ製造を一括で実施することで、従来のウエハレベルとの比較で、パッケージ１個
当たりの製造コストを低減する工法です。
（※２）ＨＢＭ（High Bandwidth Memory）ダイ：ＨＢＭは、複数の半導体チッ
プを垂直に積層する３次元スタッキング技術を使用し、非常に高い帯域幅(データ転
送速度)を持つ先端メモリです。ダイは積層されるチップを指します。

ＩＪＰソリューション事業においては、これまで培ってきた微細塗布や高精度位
置合わせのコア技術により開発した、ＯＬＥＤoＳ、μＬＥＤoＳ等のマイクロディ
スプレイ向け装置の拡販に注力しております。また、当社が有するナノメートルレ
ベルの微細加工が可能なＮＩＰ技術、インクジェット方式パターニング塗布のＩＪ
Ｐ技術を活用し、新たなコミュニケーションツール向けの光学系デバイス加工シス
テムやシリコンフォトニクス半導体向けシステムなど、新規事業創出を目指してま
いります。

ＬＣＤ事業は、新規の大口設備投資需要は望めませんが、取引先の既存設備の改
造・リプレース等のニーズは継続しております。当社には、多くの納入実績に加え、
ＬＣＳ活動により築き上げた顧客との信頼関係があり、今後も安定した売上の確保
を目指してまいります。アフターサービスは装置本体よりも採算性が良く、収益面
でも一定の貢献が期待できると考えております。
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当社グループは、これらの取り組みをより具体化しありたい姿の実現に向けた第
一歩として、中期経営計画（2026年６月期から2028年６月期）を策定しておりま
す。
尚、上述の経営環境のもと、半導体分野において、ＡＩ用先端半導体パッケージ

向けＴＢ／ＤＢ等が策定時の想定を上回る売上水準で推移する見込みであることか
ら、2026年６月期実績も踏まえ、当該中期経営計画に掲げるテーマ及び期間目標等
の見直しを行いました。概要は次のとおりです。

（a）今次中期経営計画のテーマ
「グローバルニッチトップのポジション確立と、売上高450億円・営業利益率
20％・ＲＯＥ30％以上の達成」
※上記の見直しを行っています。

（b）基本戦略
① 持続的成長
・Ａ−ＰＩ戦略（※１）によるお客様との協創
・フラッグシップ企業との取引によるブランド力向上
・新たなお客様への拡販・新市場創出
・プロセスサポート・ＬＣＳによるリレーション強化
（※１）Ａ−ＰＩ（Advanced Process Integration）戦略：お客様のニーズ
具現化に最も適した材料・装置・プロセスを、一体不可分なソリューションと
して提供してまいります。それを梯子に新規プロジェクトに参画し、新たな市
場創出・差別化による装置拡販に繋げる戦略です。

② 収益力向上
・新工場稼働などによる生産能力向上
・新業務システム導入などによる生産性・業務効率向上
・リードタイム短縮などによる収益性向上
・ＣＣＣ（キャッシュ･コンバージョン･サイクル）短縮など資産効率向上

③ サステナブル経営推進
・事業を通じた社会問題解決（気候変動への対応/ダイバーシティ等への取り組
みなど）
・利益創出に向けた基盤強化（ガバナンスの強化/人的資本の活性化など）
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（c）今次中期経営計画の期間目標
① 定性目標
・グローバルニッチトップのポジション確立
・次なる成長ドライバー事業の創出
・持続的成長の基礎となる収益力向上
・持続的成長を支える経営基盤整備
・持続的成長を牽引する人財活性化

② 定量目標
2025年８月公表 今般見直し

2026年６月期
（初年度）

2028年６月期
（最終年度）

2026年６月期
（実績）

2028年６月期
（最終年度）

売 上 高 250億円 300億円 352億円 450億円

営 業 利 益 25億円 38億円 58億円 90億円

営業利益率 10％ 12％ 16.5％ 20％

Ｒ Ｏ Ｅ 14％ 17％ 28.1％ 30％以上
※上記の見直しを行っています。
※上記に記載されている戦略、目標等の将来に関する記述は、当社が現在入手
している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

（ⅱ）研究開発の推進
当社は、お客様に信頼・支持されるグローバル企業、先進・革新技術により製造

装置分野で性能・品質世界一を目指しております。2018年７月に開設したプロセス
開発センタ、2025年12月に竣工した新工場建屋内のクリーンルームなどの活用に
より、さらには大学の研究者・材料メーカーとの連携を梃子に、当社のコア技術で
ある微細塗布・高精度位置合わせ技術を応用した研究開発に不断に取り組み、時代
の先を見据えた装置を上市してまいります。
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（ⅲ）次世代人財の採用及び育成
当社グループの企業価値向上のためには、次世代を担う若手人財の採用継続が不

可欠だと認識しております。また、中堅層の採用強化により適正な人財構成と会社
組織の活力向上を推進することが重要な課題となっております。そのため、関東近
隣の国公立大学と工業高校を中心とした新卒の採用活動に加えて、ここ数年は経験
者採用にも注力しております。各部門のあるべき姿や人員構成をふまえて、中堅層
の採用強化と次世代を担う若手人財の確保に引き続き取り組んでまいります。自ら
学び続けることができる社員が、最大限に能力を発揮できる魅力のある人事制度を
整備しつつ、階層別・部門別研修及び教育体系を拡充しております。経験者及び女
性 の 採 用 と あ わ せ て 管 理 職 へ の 登 用 を 推 進 し、 Ｄ Ｅ ＆ Ｉ （Diversity、
Equity&Inclusion）の理念を尊重してまいります。

以上のとおり、経営の安定と収益力を強化し企業価値の一層の向上に邁進する所
存でございますので、株主様におかれましては、倍旧のご支援ご鞭撻を賜りますよ
うお願い申し上げます。
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４．主要な事業内容
ＩＪＰ成膜製造装置、半導体製造装置(パッケージ関連、プロセス関連)
及び液晶パネル製造装置等の開発、設計、製造、販売、アフターサービス

５．主要な営業所
(1) 当社

本 店 茨城県龍ケ崎市向陽台五丁目２番地
台北支店 台北市松山区民生東路三段156号３楼Ｂ室

守谷サテライト工場 茨城県守谷市百合ヶ丘一丁目2422-1

(2) 子会社
南京新創機電科技有限公司 南京市江寧区湖熟街道瑞鑫路1号
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６．使用人の状況
区 分 使用人数 前期末比増減

ＩＪＰソリューション事業 39名 11名減
半導体関連事業 130名 10名増
ＬＣＤ事業 41名 ３名減
全社（共通） 39名 ２名増
合 計 249名 ２名減

（注）１．使用人数は就業人員数であります。なお、派遣社員は含めておりません。
２．休職者及び非常勤社員（契約社員）は含めておりません。
３．全社（共通）は、法務・財務・総務等の管理部門の使用人数であります。

７．主要な借入先
（単位：千円）

借 入 先 借 入 残 高
株式会社三井住友銀行 1,139,375
株式会社みずほ銀行 1,070,156
三井住友信託銀行株式会社 502,968
日本生命保険相互会社 500,000
株式会社りそな銀行 443,750
株式会社京葉銀行 200,000

８．重要な親会社及び子会社の状況
(1) 親会社の状況

親会社につきましては該当ございません。

(2) 子会社の状況
会 社 名 出資比率 主要な事業内容

南京新創機電科技有限公司 100％ 各種設備の製造、販売、据付
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９．会社の株式に関する事項
(1) 発行可能株式総数 67,500,000株

(2) 発行済株式の総数 18,849,000株(自己株式37,356株含む)

(3) 株主数 11,474名

(4) 大株主(上位10名)
株主名 持株数(千株) 持株比率(%)

東京応化工業株式会社 3,304 17.56
株式会社オプトラン 3,304 17.56
上田八木短資株式会社 734 3.90
株式会社日本カストディ銀行(信託口) 615 3.27
STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505329 392 2.08

野村證券株式会社 343 1.82
BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNYM
GCM CLIENT ACCTS M ILM FE 326 1.73

楽天証券株式会社共有口 298 1.58
佐々木 嘉樹 290 1.54
株式会社SBI証券 289 1.53
(注) 持株比率は自己株式(37,356株)を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に交付した株式の状況
当社は、株式保有を通じて株主との価値共有を行うことにより、企業価値の向上を

図ることを目的に、譲渡制限付株式報酬制度を導入し、以下のとおり交付しておりま
す。

区分 株式数 交付対象者
取締役(社外取締役を除く。) 2,390株 ５名
社外取締役 234株 ２名
監査役 −株 −名
当社の株式報酬の内容につきましては、下記11.(4)に記載しております。
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10．新株予約権等に関する事項
(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付さ

れた新株予約権の状況
記載すべき事項はありません。

(2) 当該事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対して交付した新株予約権の
状況
記載すべき事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項
記載すべき事項はありません。

11．会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等
会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 阿部 猪佐雄 執行役員社長ＣＥＯ
ナノリソティックス（株）代表取締役

取 締 役 石田 茂 執行役員常務

取 締 役 松浦 康晴 執行役員ＣＦＯ、経営サポート本部長

取 締 役 浜﨑 藤人 執行役員、営業本部長

取 締 役 海津 拓哉 執行役員、製品・ＬＣＳ本部長

取 締 役 檜山 英男

取 締 役 宮岡 一夫

取 締 役 本間 裕一 東京応化工業（株）執行役員 総務本部長

取 締 役 範 賓 （株）オプトラン 代表取締役社長執行役員
ナノリソティックス（株）取締役

常 勤 監 査 役 石井 義剛

監 査 役 陳 鳳琴 渥美坂井法律事務所・外国法共同事業

監 査 役 山本 明紀
山本公認会計士事務所代表
ＧＩＰ（株）代表取締役
ＡＲＥホールディングス（株）社外取締役
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（注）１．取締役檜山英男氏、取締役宮岡一夫氏、取締役本間裕一氏及び取締役範賓
氏は、社外取締役であります。

２．常勤監査役石井義剛氏、監査役陳鳳琴氏及び監査役山本明紀氏は、社外監
査役であります。

３．取締役範賓氏は、2025年9月26日付第９期定時株主総会において、選任さ
れ就任いたしました。

４．山本明紀氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相
当程度の知見を有するものであります。

５．当社は、取締役檜山英男氏、取締役宮岡一夫氏及び常勤監査役石井義剛氏
を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け
出ております。

６．当社は執行役員制度を導入しております。
取締役兼務者を除く執行役員（2026年６月30日時点）は以下のとおりで
あります。
地位 氏名 担当

上席執行役員 西前 寛丈 総務
上席執行役員 米田 達也 経営企画
上席執行役員 佐々木 武志 営業、ＮＬＴ、受注戦略
執行役員 土屋 敬三 生産統括
執行役員 上田 寛幸 生産統括、調達
執行役員 中山 幸徳 NIP技術
執行役員 宮川 知久 品証、ISO
執行役員 川隅 幸宏 IJP、NIP
執行役員 近藤 真紀 財務
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(2) 責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役及び各社外監査役(常勤監査役を除く)は、会社法第427条第

１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し
ております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任
限度額であります。

(3) 役員等賠償責任保険契約に関する事項
当社は、取締役、監査役及び執行役員を被保険者とした、会社法第430条の３第

１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当
該契約の内容の概要は、以下のとおりです。
・会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により、被保険者が負担することとなっ
た争訟費用及び損害賠償金等を填補の対象としております。

・被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、被
保険者の故意による法令違反行為等に起因する損害等については、填補の対象外
としています。

・当該契約の保険料は全額当社が負担しています。
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(4) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を
決議しており、当社の取締役の報酬は、当社グループの企業理念の下、経営の基
本方針に基づき、当社グループの業績向上及び企業価値の向上に向けたインセン
ティブとして機能させることを目的としております。
また、基本的な報酬体系は、役員報酬細則において役位毎に規定する固定報酬

としての「基本報酬」と、毎期の業績の達成度合いによって変動する「業績連動
報酬（役員賞与）」及び「非金銭報酬（長期インセンティブ報酬）」としておりま
す。各報酬の標準的な配分率は、「基本報酬」６：「業績連動報酬（役員賞与）」
３：「非金銭報酬（長期インセンティブ報酬）」１を、おおよその目安としており
ます。なお、社外取締役の報酬は「基本報酬」と「非金銭報酬」となっておりま
す。
業績連動報酬にかかる評価についての主要指標は、連結営業利益としており、

当該指標を選定した理由は、当社が本業収益としての連結営業利益を最も重視し
ているためです。業績連動報酬等の額の算定方法は、連結営業利益の目標達成率
をベースに、各取締役への期待事項や特命課題の評価を行っておりますが、ここ
数年はESGへの取り組みも強化しております。また、株主利益重視の観点から、
TSR（株主総利回り）も指標の一部として採用しております。当事業年度の連結
営業利益は5,810百万円でした。
取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、透明性・客観性を強化

し、ステークホルダーへの説明責任を果たすとともに、コーポレートガバナンス
の充実を図ることを目的に、独立社外取締役を過半の構成員とする任意の報酬委
員会を設置し、同委員会からの答申に基づいて取締役会で決議しております。な
お、決定方針の策定方法は、同報酬委員会が取締役の個人別の報酬等の内容に係
る決定方針を作成し、その答申に基づいて2024年５月21日開催の取締役会にお
いて決議いたしました。
② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役の金銭報酬の額は2021年9月29日開催の第5回定時株主総会において
年額200百万円以内（うち社外取締役分は年額20百万円以内）と決議されてお
ります。当該株主総会終結時点の取締役の員数は６名（うち社外取締役は２名）
です。また、当該金銭報酬枠とは別枠で、2023年９月27日開催の第７期定時株
主総会において、譲渡制限付株式の付与のために支給する金銭報酬債権として、
年額50百万円以内（うち社外取締役分は年額5百万円以内）と決議しておりま
す。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は８名（うち社外取締役は４名）
です。
監査役の報酬の額は、2016年７月１日開催の臨時株主総会において年額30百



― 22 ―

万円以内と決議しております。当該臨時株主総会終結時点の監査役の員数は２名
（うち社外監査役2名）です。
③ 取締役の個人別報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

当社は、取締役会の決議による委任に基づき、代表取締役社長である阿部猪佐
雄が、各取締役の個人別の報酬額の具体的内容を決定しております。
報酬額の決定を委任した理由は、会社業績を俯瞰しつつ、各業務執行取締役の

職務執行状況を踏まえて目標達成度合いや貢献度を公正に評価するには、当社の
最高執行責任者として経営を担い最適な評価を行うことが期待できる代表取締役
社長による決定が最も適していると判断したためです。当該権限が適切に行使さ
れるよう、報酬の決定にあたっては、役員評価基準に従い個人別評価を実施のう
え、所定の報酬テーブルに沿って取締役個人の報酬額を決めております。
なお、当社は2024年5月に任意の報酬委員会を設置しており、代表取締役社

長が報酬の内容を決定するにあたっては、事前に報酬委員会において、取締役会
で決議された決定方針や評価基準との整合性等、多角的な審議・検討を行ってお
ります。取締役会は報酬委員会の答申を基本的に尊重しており、同答申を経た代
表取締役社長による個人別の報酬内容は、取締役会で決議した決定方針に沿うも
のであると判断しております。
④ 監査役の個人別報酬等の内容に係る決定に関する方針

監査役の報酬に関する方針は、監査役の協議により決定しております。監査役
の報酬は、経営に対する高い独立性と客観性を確保する観点から、業績との連動
は行わず、固定報酬（基本報酬）のみとしており、株主総会で決議された報酬限
度額の範囲内で監査役の協議により個別の報酬額を決定しております。
⑤ 取締役及び監査役の報酬等の額

役員区分
報酬等の
総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 業績連動

報酬等
非金銭
報酬等 退職慰労金

取締役
（うち社外取締役）

160,322
(8,393)

87,280
(7,200)

59,681
(−)

13,360
(1,193)

−
(−)

７
(２)

監査役
（うち社外監査役）

16,080
(16,080)

16,080
(16,080) − − −

(−)
３

(３)
（注）１．業績連動報酬等は、当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額を記載してお

ります。
２．退職慰労金は、2023年９月27日開催の第７期定時株主総会において、役

員退職慰労金制度廃止による退任時での打ち切り支給を決議しております。
３．非金銭報酬等は、譲渡制限付株式報酬であり、当事業年度に費用計上した

金額であります。
４．当事業年度末現在の人員は、取締役９名（うち社外取締役４名）、監査役３

名（うち社外監査役３名）であります。なお、上記の支給人員との相違は、
無報酬の社外取締役が２名在任しているためであります。
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(5) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の業務執行者の兼職状況

区 分 氏 名 兼職先等 当該兼職先と当社の関係

社外取締役 本間裕一 東京応化工業（株）
執行役員 総務本部長

東京応化工業（株）は、当社株式
数の約17%を有する大株主であ
ります。

社外取締役 範賓

（株）オプトラン 代表
取締役社長執行役員

（株）オプトランは、当社株式数
の約17%を保有する大株主であ
り、当社との間で資本業務提携契
約を締結しております。

ナノリソティックス
（株） 取締役

ナノリソティックス（株）は、当
社が約29%出資する株式会社で
あります。

社外監査役 山本明紀

山本公認会計士事務所
代表

山本公認会計士事務所とは、重要
な取引その他の関係はありませ
ん。

ＧＩＰ（株）
代表取締役

ＧＩＰ（株）とは、重要な取引そ
の他の関係はありません。

② 他の法人等の社外役員の兼職状況
区 分 氏 名 兼職先等 当該兼職先と当社の関係

社外監査役 陳鳳琴
渥美坂井法律事務所・
外国法共同事業
パートナー

渥美坂井法律事務所・外国法共同
事業とは、重要な取引その他の関
係はありません。

社外監査役 山本明紀 ＡＲＥホールディング
ス（株）社外取締役

ＡＲＥホールディングス（株）と
は、重要な取引その他の関係はあ
りません。
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③ 各社外役員の主な活動状況

氏 名 主な活動状況及び各社外役員に期待される役割に関して行った
職務の概要

社外取締役
檜山英男

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回出席し、財務
及び会計に関する知見に加え、豊富な海外経験に基づき、取締役
会において意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を適
宜行っております。

社外取締役
宮岡一夫

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回出席し、法
務・コンプライアンスに関する知見に加え、豊富な海外経験に基
づき、取締役会において意思決定の妥当性・適正性を確保するた
めの発言を適宜行っております。

社外取締役
本間裕一

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回に出席し、コ
ンプライアンスに関する知見に加え、総務本部長の経験に基づ
き、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言
を適宜行っております。

社外取締役
範賓

役員に選任された後に開催された取締役会13回のうち13回に出
席し、技術開発に関する知見に加え、企業経営に関する経験に基
づき、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発
言を適宜行っております。

社外監査役
石井義剛

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回、監査役会17
回のうち17回出席し、金融機関や事業会社の事業運営に係る十
分な経験と知識に基づき、取締役会において、取締役会の意思決
定の妥当性・適正性を確保するための助言、提案を適宜行ってお
ります。また、監査役会において、監査に関する重要事項の協議
や意見交換を行っております。

社外監査役
陳鳳琴

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回、監査役会17
回のうち17回出席し、中国法の弁護士として中国企業との取引
法務を中心とする経験及び専門的知見に基づき、主として法律的
見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適
正性を確保するための助言、提案を適宜行っております。また、
監査役会において、監査に関する重要事項の協議や意見交換等を
行っております。

社外監査役
山本明紀

当事業年度に開催された取締役会17回のうち16回、監査役会
17回のうち16回出席し、公認会計士としての会計業界における
幅広い経験と知見に基づき、主としてその専門的知見から、取締
役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保する
ための助言、提案を適宜行っております。また、監査役会におい
て、監査に関する重要事項の協議や意見交換等を行っておりま
す。
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12．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

かがやき監査法人

(2) 報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 33百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合
計額 33百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年
度にかかる会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額で記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画、監査の実施状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切で
あるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意を
行っております。

(3) 非監査業務の内容
該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定められている項目に該

当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会に
おきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
また、監査役会は、会計監査人の職務の執行状況等を総合的に判断し、監査の適

正性及び信頼性が確保できないと認めたときは、会計監査人の解任又は不再任に関
する議案の内容を決定し、取締役会は当該決定に基づき、会計監査人の解任又は不
再任に関する議案を株主総会に提出いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要
当社と会計監査人であるかがやき監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基

づき、当社への損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を締結しており、その概
要は次のとおりであります。
会計監査人による監査契約の履行に伴い生じた当社の損害について、当該会計監

査人に悪意又は重大な過失があった場合を除き、会計監査人としての在職中に当社
から支払われる報酬の額の２を乗じて得た額を当社に対する損害賠償責任の限度額
とする。
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連 結 貸 借 対 照 表
2026年６月30日現在

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売掛金及び契約資産
電 子 記 録 債 権
製 品
仕 掛 品
原 材 料
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
繰 延 税 金 資 産
退職給付に係る資産
そ の 他

24,402,471
8,572,363
7,217,819
310,753

1,783,849
6,007,234
107,317
625,790
88,825

△311,481
5,645,941
4,080,349
2,154,049
769,255
361,559
656,000
26,813

112,671
161,841
10,956

150,885
0

1,403,750
1,265,571
100,035
38,142

（負 債 の 部）
流 動 負 債 12,308,418

買 掛 金 4,718,163
電 子 記 録 債 務 1,182,296
短 期 借 入 金 500,000
１年内返済予定の長期借入金 175,000
リ ー ス 債 務 16,260
未 払 金 509,720
未 払 費 用 151,536
未 払 法 人 税 等 2,481,770
前 受 金 1,643,474
賞 与 引 当 金 274,225
役 員 賞 与 引 当 金 52,696
製 品 保 証 引 当 金 514,818
そ の 他 88,456

固 定 負 債 3,249,007
長 期 借 入 金 3,181,250
長 期 未 払 金 56,843
リ ー ス 債 務 10,914
負 債 合 計 15,557,425

（純 資 産 の 部）
株 主 資 本 14,027,561
資 本 金 1,620,723
資 本 剰 余 金 5,048,927
利 益 剰 余 金 7,393,004
自 己 株 式 △35,093

その他の包括利益累計額 463,425
為替換算調整勘定 199,447
退職給付に係る調整累計額 263,977
純 資 産 合 計 14,490,986

資 産 合 計 30,048,412 負債及び純資産合計 30,048,412
(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)
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連 結 損 益 計 算 書
（自 2025

至 2026
年
年

７
６

月
月

１
30

日
日）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 35,244,230

売 上 原 価 25,317,886

売 上 総 利 益 9,926,344

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,115,636

営 業 利 益 5,810,707

営 業 外 収 益

受 取 利 息 17,592

補 助 金 収 入 1,233

そ の 他 5,551 24,376

営 業 外 費 用

支 払 利 息 106,665

コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 18,520

為 替 差 損 26,009

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 32,446

そ の 他 14,454 198,096

経 常 利 益 5,636,987

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 142,240

減 損 損 失 363,505 505,745

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,131,241

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,630,104

法 人 税 等 調 整 額 △1,059,152 1,570,952

当 期 純 利 益 3,560,289

親会社株主に帰属する当期純利益 3,560,289
(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)
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貸 借 対 照 表
2026年６月30日現在

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売掛金及び契約資産
電 子 記 録 債 権
製 品
仕 掛 品
原 材 料
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

23,776,037
7,937,774
7,233,238
310,753

1,783,849
6,011,853
107,317
618,733
83,998

△311,481
5,843,772
4,058,740
1,995,594
158,454
754,559

3,850
353,381
656,000
24,229

112,671
161,392
10,507

150,885
0

1,623,638
222,927

1,385,080
15,631

（負 債 の 部）
流 動 負 債 12,322,379

買 掛 金 4,753,054
電 子 記 録 債 務 1,182,296
短 期 借 入 金 500,000
１年内返済予定の長期借入金 175,000
リ ー ス 債 務 16,260
未 払 金 495,240
未 払 費 用 146,545
未 払 法 人 税 等 2,480,915
前 受 金 1,642,871
賞 与 引 当 金 274,225
役 員 賞 与 引 当 金 52,696
製 品 保 証 引 当 金 514,818
そ の 他 88,456

固 定 負 債 3,542,334
長 期 借 入 金 3,181,250
長 期 未 払 金 56,843
リ ー ス 債 務 10,914
退 職 給 付 引 当 金 293,327
負 債 合 計 15,864,713

（純 資 産 の 部）
株 主 資 本 13,755,095
資 本 金 1,620,723
資 本 剰 余 金 4,625,183
資 本 準 備 金 1,283,223
その他資本剰余金 3,341,960

利 益 剰 余 金 7,544,282
その他利益剰余金 7,544,282
繰越利益剰余金 7,544,282

自 己 株 式 △35,093
純 資 産 合 計 13,755,095

資 産 合 計 29,619,809 負債及び純資産合計 29,619,809
(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)
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損 益 計 算 書
（自 2025

至 2026
年
年

７
６

月
月

１
30

日
日）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 35,227,632

売 上 原 価 25,256,650

売 上 総 利 益 9,970,982

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,164,400

営 業 利 益 5,806,582

営 業 外 収 益

受 取 利 息 9,653

補 助 金 収 入 1,233

そ の 他 4,923 15,810

営 業 外 費 用

支 払 利 息 106,599

コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 18,520

為 替 差 損 25,688

そ の 他 14,454 165,263

経 常 利 益 5,657,129

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 141,928

減 損 損 失 363,505

関 係 会 社 株 式 評 価 損 68,707 574,140

税 引 前 当 期 純 利 益 5,082,988

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,629,588

法 人 税 等 調 整 額 △1,060,996 1,568,591

当 期 純 利 益 3,514,397
(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2026年８月24日
ＡＩメカテック株式会社
取締役会 御中

かがやき監査法人
東京事務所
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 肥 田 晴 司

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小笠原 育生

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ＡＩメカテック株式会社の2025年７月１

日から2026年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、ＡＩメカテック株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸
表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違
があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連
結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら
れる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内
容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ
適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書
類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責
任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセー
フガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2026年８月24日
ＡＩメカテック株式会社
取締役会 御中

かがやき監査法人
東京事務所
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 肥 田 晴 司

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小笠原 育生

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ＡＩメカテック株式会社の2025年

７月１日から2026年６月30日までの第10期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）
について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表
監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算
書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含
まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ
いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性
があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれ
る場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性
に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、
並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセー
フガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2025年７月１日から2026年６月30日までの第10期事業年度
の取締役における職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、オンライン形式の手段も活用しながら、取締役、内
部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁
書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を
調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査
役等との意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社からなる企
業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則
第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算
規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計
算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及
びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締
役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人かがやき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人かがやき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

以上
2026年８月24日

ＡＩメカテック株式会社 監査役会

常 勤 監 査 役
（社外監査役） 石井 義剛 ㊞

社 外 監 査 役 陳 鳳琴 ㊞

社 外 監 査 役 山本 明紀 ㊞
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件
当社は、株主の皆さまへの配当の充実を図りながら、将来の事業展開と経営体質強

化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続していくことを基本方
針としております。
このような基本方針に基づき、当期の期末配当につきましては、以下のとおりとさ

せていただきたいと存じます。
なお、当社は2026年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っ

ております。
① 配当財産の種類

金銭といたします。
② 配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式1株につき 17円
総額 319,797,948円

③ 剰余金の配当の効力を生じる日
2026年９月28日
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第２号議案 取締役７名選任の件
取締役９名は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、社外

取締役３名を含む取締役７名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当社株式
数(株)

１ 阿
あ べ い さ お
部 猪佐雄

(1956年３月６日)

1978年４月 日立産機エンジニアリング㈱入社

21,085

2000年２月 日立テクノエンジニアリング㈱製品事業
部 竜ケ崎工場 SMT設計部長

2001年10月 ㈱日立インダストリイズ 製品事業部 竜
ケ崎工場 SMT設計部長

2006年４月
㈱日立プラントテクノロジー 電子シス
テム事業部SMT設計部長 兼 ODF設計部
長

2007年４月 同社 メカトロニクス事業本部 電子シス
テム事業部 副事業部長 兼 SMT設計部長

2008年４月 同社 メカトロニクス事業本部 電子シス
テム事業部長

2013年４月
㈱日立製作所 インフラシステム社 メカ
トロニクス事業本部電子システム事業部
長

2014年４月
同社 インフラシステム社 産業プラン
ト・ソリューション事業部 メカトロニク
ス本部長 兼 竜ケ崎事業所長

2015年４月
同社 インフラシステム社 産業プラント
事業部 メカトロニクス本部長 兼 竜ケ崎
事業所長

2016年４月 同社 産業・流通ビジネスユニット メカ
トロニクス本部長 兼 竜ケ崎事業所長

2016年７月 当社 代表取締役社長

2018年７月 当社 代表取締役社長CEO

2019年７月 当社 代表取締役社長執行役員社長
(CEO)（現任）

2023年７月 ナノリソティックス㈱ 代表取締役(現任)

現在に至る
（重要な兼職状況）
・ナノリソティックス㈱代表取締役
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候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当社株式
数(株)

２ 松
まつうらやすはる
浦 康晴

(1968年6月19日)

1992年４月 日立テクノエンジニアリング㈱入社

10,520

2016年４月 ㈱日立製作所 産業・水業務統括本部 財
務本部産業･流通財務部 担当部長

2016年７月 当社 管理本部 財務部長

2017年７月 当社 執行役員 兼 管理本部 財務部長

2018年７月 当社 執行役員 兼 経営サポート本部 財
務部長

2019年４月 当社 執行役員 兼 経営サポート本部副本
部長

2019年10月 当社 取締役執行役員 兼 経営サポート本
部副本部長

2024年８月 当社 取締役執行役員CFO 兼 経営サポー
ト本部長（現任）

現在に至る
(重要な兼職状況)
なし

３ 浜
はまさき ふじと
﨑 藤人

(1964年10月9日)

1987年４月 ㈱日立家電入社

2,820

2007年４月
㈱日立プラントテクノロジーメカトロニ
クス事業本部事業推進統括本部海外統括
部上海事務所長

2012年11月 同社 メカトロニクス事業本部事業推進統
括本部部長

2013年４月
㈱日立製作所 メカトロニクス事業本部メ
カトロニクス営業本部電子システム営業
部部長

2015年10月
同社 インフラシステム社 産業プラント
事業部メカトロニクス本部営業統括部電
子システム営業部部長

2016年４月 同社 産業・流通ビジネスユニットメカト
ロニクス本部電子システム営業部部長

2016年７月 当社 営業本部営業部部長

2020年10月 当社 執行役員 兼 営業本部本部長

2024年９月 当社 取締役執行役員 兼 営業本部長
(現任)

現在に至る
(重要な兼職状況)
なし
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候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当社株式
数(株)

４ 海
か い づ た く や
津 拓哉

(1967年10月19日)

1990年４月 日立テクノエンジニアリング㈱入社

3,720

2012年２月
㈱日立プラントテクノロジーメカトロニ
クス事業本部メカトロニクス営業本部台
北支店支店長

2014年10月
㈱日立製作所 インフラシステム社 産業
プラント・ソリューション事業部竜ヶ崎
事業所FPD設計部主管技師

2015年10月

同社 産業プラント事業部メカトロニクス
本部竜ヶ崎事業所FPD設計部主管技師兼
FPD応用グループグループリーダー主任
技師兼 薄膜塗布プロセスグループ主任技
師

2016年７月 当社 竜ヶ崎事業所FPD設計部副部長

2019年４月 当社 製品設計・LCS本部FPD設計部部長

2021年７月 当社 執行役員 兼 製品・LCS本部本部長

2024年９月 当社 取締役執行役員 兼 製品・LCS本部
長(現任)

現在に至る
(重要な兼職状況)
なし

５ 檜
ひ や ま ひ で お
山 英男

(1954年12月28日)

1977年４月 ㈱住友銀行(現㈱三井住友銀行)入行

1,461

2001年10月 同行 新橋法人営業部長

2004年４月 同行 香港支店長

2005年６月 同行 執行役員香港支店長

2007年４月 同行 常務執行役員

2010年５月 ＳＭＢＣインターナショナルオペレーシ
ョンズ㈱ 代表取締役社長

2014年10月 ㈱三井住友銀行 顧問

2016年６月 ㈱大戸屋ホールディングス 監査役

2019年５月 当社 取締役(現任)

現在に至る
(重要な兼職状況)
なし
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候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当社株式
数(株)

６ 宮
み や お か か ず お
岡 一夫

(1957年１月12日)

1979年４月 住友商事㈱ 入社

1,461

1981年５月 同社カイロ事務所

1992年４月 同社クアラルンプール支店長付

1997年２月 同社自動車・建機本部自動車第二部長付

2001年５月 SUMMIT MOTORS HUNGARY LTD.社
長

2005年７月 住友商事㈱ 自動車事業本部自動車第二部
副部長

2007年４月 同社自動車第二本部自動車中東阿第二部
長

2008年４月 イラン住友商事会社社長

2011年４月 住友商事㈱ 自動車事業第二本部長補佐
兼 自動車欧州部長

2012年４月 同社中国支社長

2016年４月 住友三井オートサービス㈱ 常務執行役員
サービス部門長

2016年６月 同社 取締役常務執行役員 サービス部門
長

2019年４月 同社 取締役専務執行役員 サービス部門
長

2020年４月 同社 取締役 サービス部門長

2020年６月 同社 顧問 サービス部門

2022年４月 当社 顧問

2022年９月 当社 取締役(現任)

現在に至る
(重要な兼職状況)
なし
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候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当社株式
数(株)

７ 本
ほんま ゆういち
間 裕一

(1970年2月11日)

1994年４月 東京応化工業㈱ 入社

ー

2018年３月 同社 企画部部長

2022年４月 同社 理事 総務本部副本部長

2023年3月 同社 執行役員 総務本部長(現任)

2024年９月 当社 取締役(現任)

現在に至る
(重要な兼職状況)
・東京応化工業㈱ 執行役員 総務本部長

①各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
なお、本間裕一氏は、当社の主要株主である企業に属する者でありますが、以下の
とおり特別の利害関係はありません。
・本間裕一氏は、当社の主要株主である東京応化工業㈱の執行役員を兼務しており
ますが、同社と当社は競業関係にありません。

②檜山英男氏、宮岡一夫氏及び本間裕一氏は、社外取締役候補者であります。
③檜山英男氏、宮岡一夫氏及び本間裕一氏は、現在当社の社外取締役でありますが、
社外取締役としての在任期間は本定時株主総会終結の時をもって、檜山英男氏は７
年４ケ月、宮岡一夫氏は４年、本間裕一氏は２年となります。

④当社は、檜山英男氏及び宮岡一夫氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし
て届け出ております。当該取締役候補者が再任された場合には、当社は引き続き当
該候補者を独立役員とする予定であります。

⑤当社と社外取締役候補者である檜山英男氏、宮岡一夫氏及び本間裕一氏は、会社法
第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契
約を既に締結しており、当該候補者の再任が承認された場合には、当該契約を継続
する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条
第１項に定める最低責任限度額といたします。

⑥当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社
との間で締結し、被保険者が負担することとなる損害賠償金及び係争費用等の損害
を補填することとしております。本議案が原案どおり承認され、各候補者が就任さ
れた場合は、各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。
なお、当該契約の内容の概要は、事業報告11.会社役員に関する事項(３)に記載のと
おりであります。
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【取締役候補者とした理由及び社外取締役候補者に期待される役割の概要】
取締役候補者とした理由、並びに社外取締役候補者について社外取締役候補者とし

た理由及び期待される役割の概要は次のとおりであります。
(1) 阿部猪佐雄
当社の創業当初から代表取締役として、当社の経営理念である「先進・革新技術で

未来を創造」の実現に向け経営の指揮を執り、当社の企業価値の向上に貢献しており
ます。今後も、同氏の持つ創業者としての理念とリーダーシップにより、当社グルー
プのさらなる成長と企業価値の向上に貢献ができると判断し、引き続き取締役候補者
といたしました。
(2) 松浦康晴
当社の創業当初は財務部長として、その後は財務担当取締役に就任して、当社グル

ープの経営強化を推進してきました。経理・財務に関する豊富な経験と実績を有して
おります。このような実績に基づき、当社グループの今後のさらなる成長、発展のた
めに適任であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。
(3) 浜﨑藤人
当社の営業部長を歴任した後、営業部門の責任者として国内外の多くの企業との間

で人脈を築いております。また、海外事務所長の経験も有しております。このような
経験と実績に基づき、当社グループのさらなる成長、発展のために適任であると判断
し、取締役候補者といたしました。
(4) 海津拓哉
当社のFPD設計部長を歴任した後、全製品の設計に関わる責任者として市場ニーズ

に対応した製品を迅速に市場に提供してきました。また、海外事務所長の経験もして
おります。このような経験と実績に基づき、当社グループのさらなる成長、発展のた
めに適任であると判断し、取締役候補者といたしました。
(5) 檜山英男
㈱三井住友銀行において要職を歴任し、また SMBCインターナショナルオペレー

ションズ㈱の代表取締役社長として経営に携わるなど、企業経営や国内外での豊富な
経験・知見を有しております。当社社外取締役に就任以来、独立した客観的な立場か
ら必要な指摘や助言をいただいております。また、任意の指名、報酬委員会の委員長
に就任しております。このような実績に基づき、引き続き独立した社外取締役として、
取締役会等の意思決定に独立した第三者的視点からの助言や指摘等を期待できるもの
と判断し、社外取締役候補者といたしました。
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(6) 宮岡一夫
住友商事㈱において要職を歴任し、豊富な海外勤務経験を持ち、また住友三井オー

トサービス㈱の取締役として経営に参加し、異分野である自動車業界に精通し、高度
な見識を有しております。当社社外取締役に就任以来、独立した客観的な立場から必
要な指摘や助言をいただいております。また、任意の指名、報酬委員会の委員に就任
しております。このような実績に基づき、引き続き独立した社外取締役として、取締
役会等の意思決定に独立した第三者的視点からの助言や指摘等を期待できるものと判
断し、社外取締役候補者といたしました。
(7) 本間裕一
東京応化工業㈱の企画部や総務本部において要職を務め、2023年３月からは執行役

員として総務本部長を務める等、企業コンプライアンスに関し豊富な経験・知見を有
しております。当社社外取締役に就任以来、このような経験・知見に基づく客観的な
立場から、当社のコンプライアンス全般に関しての指摘・助言をいただいております。
このような実績に基づき、引き続き社外取締役として、取締役会等の意思決定に客観
的な立場からの指摘や助言等を期待できるものと判断し、社外取締役候補者といたし
ました。
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第３号議案 監査役１名選任の件
監査役山本明紀氏は、本総会終結時をもって辞任されますので、監査役１名の選任

をお願いするものであります。
また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

氏名
（生年月日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況

所有する
当社株式
数(株)

森
も り や ま み さ
山 三紗

(1977年4月13日)

2001年４月 経済産業省 入省

ー

2006年１月 同省 退職

2010年１月 有限責任監査法人トーマツ 入社

2012年７月
デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザ
リー合同会社(現 合同会社デロイトトーマツ)
転籍

2024年６月 同社 マネージングディレクター

2024年12月 同社 パートナー

2026年１月 同社 退職

2026年２月 森山三紗公認会計士事務所代表(現任)

2026年３月 ＧＩＰ株式会社 常勤監査役 就任(現任)

現在に至る
（重要な兼職状況）
・森山三紗公認会計士事務所代表
・ＧＩＰ株式会社 常勤監査役

①上記候補者は、新任の社外監査役候補者であります。
②上記候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
③上記候補者の任期は、前任者である山本明紀氏の残任期間となります。
④上記候補者の就任が承認された場合には、当社と候補者との間で会社法第427条第1
項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する旨の契約を締結する
予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第1項に定
める最低限度額といたします。
⑤当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と
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の間で締結し、被保険者が負担することとなる損害賠償金及び係争費用等の損害を補
填することとしております。本議案が原案どおり承認され、候補者が就任された場合
は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。なお、当該契約の内容の
概要は、事業報告11.会社役員に関する事項(３)に記載のとおりであります。

【社外監査役候補者とした理由】
森山三紗氏は、デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー合同会社(現 合

同会社デロイトトーマツ)等において、様々な企業のＭ＆Ａ取引や知的財産権関連業務
に携わる等、企業価値向上策に関して豊富な経験・知識と経営に高い見識及び公認会
計士として財務・会計に関して専門的な知見を有しております。このような経験・知
見に基づき、社外監査役として第三者的視点から当社の監査体制を強化していただけ
るものと期待し、社外監査役候補者といたしました。
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【取締役、監査役及び取締役候補者の主たる経験分野・専門性】
(※がついているのは、新任の監査役候補者となります)

氏 名
企業
経営

製造技術
研究開発

財務
会計

法務
コンプライ
アンス
内部統制

グローバル
海外駐在

地 位 等

阿部 猪佐雄 ● ● ●
代表取締役、
執行役員社
長CEO

松浦 康晴 ● ● ●

取締役執行
役 員 CFO、
経営サポー
ト本部長

浜﨑 藤人 ● ●
取締役執行
役員、営業
本部長

海津 拓哉 ● ●

取締役執行
役 員、 製
品 ・ LCS 本
部長

檜山 英男 ● ● ● 独立社外取
締役

宮岡 一夫 ● ● ● 独立社外取
締役

本間 裕一 ● ● 社外取締役

石井 義剛 ● ● ● 常勤社外監
査役

陳 鳳琴 ● ● 社外監査役

森山 三紗
(※) ● ● 社外監査役

以上
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